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上海市の「従業員職業訓練補助金制度」について 

 

上海市では、市内企業による職業訓練を推進するために、2011 年から 5 年間、地方教育付加費 1を原資

とする「従業員職業訓練補助金制度」を実施しています。この制度は「上海市財政局等三部門による『当市

企業団体による従業員職業訓練の支持と奨励に関する実施意見』」「上海市人民政府办公厅转发市财政局等三部

门关于支持和鼓励本市企业组织开展职工职业培训的实施意见的通知》（沪府办发[2011]29 号）」に上海市政府が同意

する形で 2011 年 6 月 1 日に施行されました。 

 

これにより、上海市に所在する企業が従業員に語学、会計、その他職業訓練を受けさせる場合、当該企

業が同一年度に実際に納付した地方教育付加費の 80％を上限として、支出した教育訓練費用の一部を財

政補助金として還元してもらえます。実際に補助金を受け取るまでにいろいろとハードルがありますが、従業

員の訓練・研修のために毎年多額の支出している企業は一度トライしてはいかがでしょうか。 

 

補助金の申請先は企業を所管する税務局と同じ区の財政局となります。申請条件は図表 1の通りとなりま

す。 

図表１：従業員職業訓練補助金の申請条件（上海市長寧区） 

 

１．企業従業員訓練のニーズに基づいた訓練計画が作成されていること。更に計画に見合った社内組

織を備える或いは外部委託により従業員職業訓練を実施していること。 

２．従業員教育経費を規定に従い給与総額の2％を引き当て、使用していること。更に、その60％以上を

第一線従業員の職業訓練に使用していること。 

３．従業員職業訓練計画と従業員教育経費の使用状況が、企業従業員代表大会或いは従業員大会の

審議・採択を経ていること。 

 

申請の際に提出する書類は図表２の通りです。長寧区財政局では 2013 年 3 月から 6 月末まで申請を受

け付け、7 月に補助金が支給されました。一方、青浦区財政局は同年 2 月 21 日から 3 月 10 日を申請受付

期間としています。このため、補助金申請方法の詳細については、必ず自社を所管する区財政局窓口まで

ご確認ください。 

  

 

 

                                                        
1地方教育付加費：増値税等の流通税を納付する際に、納税金額に一定比率（2％）を上乗せして、都

市維持建設税（同 7％）、教育費付加（同 3％）等とともに徴収される費用。 
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図表２：従業員職業訓練補助金の申請書類（上海市長寧区） 

１．企業従業員職業訓練申請表（図表３） 

２．企業が申請年度に納付した地方教育付加費の納付通知書（写）と集計表 

３．申請年度の申請企業の給与支払総額並びに従業員教育経費の引き当て及び使用状況

の帳簿ページ或いは報告書資料 

４．企業従業員代表大会或いは従業員大会による審議・採択を経た申請年度の企業従業員

訓練計画と従業員教育経費使用状況説明 

５．（初回申請以外の場合）は、前年度補助金の使用状況説明 

６．企業税務登記証の原本と写し 

 

図表３：企業従業員職業訓練申請表のサンプル（上海市長寧区） 

 
 

図表４．従業員職業訓練補助金入金の確認資料 

 

 


